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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和７年度当初予算及び令和６年10月１日から令和７年３月31日

までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせす

るものです。 

 

 

 

 

令和７年６月27日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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 人口減少時代の「新しい茨城」づくりに向けて 
 

 ①経済の好循環に取り組むための緊急対策として、企業の賃上げや処遇改善、持

続的な賃上げを実現するための価格転嫁を強力に支援していく。併せて、物価

高対策にも積極的に取り組むことで、県全体として社会情勢の変化に対応でき

る環境を整備していく。 
 

 ②本県の潜在力をさらに大きく開花させていくため、「新しい茨城」づくりへの

挑戦として、「新しい豊かさ」、「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、

「新しい夢・希望」の４つのチャレンジに取り組んでいく。 

・賃上げ支援、処遇改善、物価高対策 

Ⅰ「新しい豊かさ」へのチャレンジ 

Ⅱ「新しい安心安全」へのチャレンジ 

Ⅲ「新しい人財育成」へのチャレンジ 

Ⅳ「新しい夢・希望」へのチャレンジ 

Ⅰ 令和７年度当初予算案の概要 
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経済の好循環に向けた緊急対策 

 

 

 

 

人口減少時代の「新しい茨城」づくり 

経済の好循環に向けた緊急対策（一部Ｒ６最終補正対応） 

「新しい茨城」づくりへの挑戦 

・ 物価上昇を上回る賃上げに向けて、賃上げに取り組む事業者への支援、 
価格転嫁を促すための啓発を実施。  

・ 保育、介護、障害福祉施設職員の処遇改善や、経営改善に取り組む交通 
事業者の取組を支援。  

・ 物価高対策として、価格転嫁が困難な医療・福祉施設や学校への支援、 
ＬＰガス料金の軽減等を実施。 
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「新しい安心安全」へのチャレンジ
• 耐震基準を満たさない木造住宅の耐震化への支援、流域治水対策のための田ん
ぼダム整備の促進により、防災対策を強化。

• 歯と口腔の健康づくりのため、むし歯予防に効果のあるフッ化物洗口について、就学
前や小学校における取組を支援。
＜これまでの取組・成果＞

▶ 最優先で医師確保に取り組む医療機関・診療科を選定し、目標とした２０名の必要医師をすべて確保
▶ 防災・減災のため、ソフトとハードの両面で対策を行い、インフラ整備を推進するとともに、洪水ハザード内の
住民を対象とした避難訓練を実施

「新しい豊かさ」へのチャレンジ
• さらなる企業誘致を推進するため、グローバル企業のフラッグシップ（主力）拠点の
誘致に向けて、最大１００億円に補助メニューを拡充。

• インドの教育機関と連携した日本語講座の運営、介護事業者をはじめ県内企業
の海外現地視察の実施などにより、優秀な外国人材を確保。

３ 「４つのチャレンジ」の主な施策

＜これまでの取組・成果＞

▶ １人当たり県民所得が、東京都・愛知県に次ぐ全国第３位に（２０２１年度）
▶ 戦略的な企業誘致により、県外企業立地件数が７年連続全国第１位

医師確保により
政策医療提供体制を強化！

経済力のある豊かな
茨城づくりを推進！

「新しい人財育成」へのチャレンジ
• 不妊治療のうち、保険適用外となる先進医療に対して支援。
• より専門性の高い人材を育成するため、県立中央看専の４年制化や県立ＩＴ短
大の大学校化を推進。

• 児童生徒の長距離通学の解消に向け、（仮称）神栖特別支援学校を整備。
• 日本語指導が必要な外国人児童生徒が多い公立学校へ指導員を配置。
＜これまでの取組・成果＞

▶ 県立として全国最多の中高一貫教育校を１３校設置
▶ パートナーシップ宣誓制度の自治体間連携を推進し、１９府県１５３市町に連携を拡大

魅力ある教育への
改革を推進！

「新しい夢・希望」へのチャレンジ
• 県北の地域資源を活かした新たなアウトドアスポーツイベントの開催や、茨城DC
のレガシーを活かしたプロモーションの展開などにより、国内外からの誘客を促進。

• 海外販路開拓にチャレンジするものづくり企業を伴走支援。
＜これまでの取組・成果＞

▶ 本県情報のメディア掲載による広告換算額は、 ２０１６年度（知事就任前）と比較し約３倍に増加
▶ 農産物の輸出額は、２０１６年度（知事就任前）と比較し約１３倍に拡大

人口減少による国内需要の
縮小を見据え輸出に注力！
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４ 令和７年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆２,６３６億９４百万円（対前年度当初比＋１．０％） 

 給与改定に伴い職員給与費等が増となる一方、定年延長に伴う退職手当の減により、

人件費は横這いとなるが、金利上昇に伴う公債費の増や高齢化の進展等に伴う社会保

障関係費の増により、歳出規模は前年度と比べ、＋１．０％。 

 新型コロナウイルス感染症関連分除きでは、歳出規模は過去最大。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ６ Ｒ７ 増減率 

一 般 会 計 1,251,190  1,263,694  1.0 

特 別 会 計 496,547 473,350 ▲4.7 

企 業 会 計 135,800 140,328 3.3 

計 1,883,537 1,877,372 ▲0.3 

 

 

 

【一般会計当初予算額の推移】                     （単位：億円） 

 

11,260 11,066 11,654 12,000 12,355 
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3,000

6,000

9,000
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県税

4,380

35%

地方交付税

2,034

16%

地方消費税

清算金

1,489

12%

国庫支出金

1,361

11%

諸収入

1,171

9%

県債

759

6%

地方譲与税

625

5%

その他

818

6%

５ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 県税  ４，３８０億円 【対前年度比：＋２００億円、＋４．８％】 

 県税収入総額は、前年度比＋４．８％、２００億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与

税の合計額）では、前年度比＋５．８％、３０５億円の増で、５，５４２億円。 

 個人県民税は、定額減税の終了や個人所得の増などにより、前年度比＋１２．１％、 

１３６億円の増で、１，２５７億円。 

 法人二税は、企業収益の増などにより、前年度比＋４．０％、４４億円の増で、 

１，１５６億円。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 111,164 115,587 4,423 4.0 企業収益の増 

 個 人 県 民 税 112,112 125,665 13,553 12.1 定額減税の終了や個人所得の増 

 地 方 消 費 税 91,200 91,751 551 0.6 物価上昇による増 

自 動 車 税 52,480 52,669 189 0.4 環境性能割の税率区分見直しによる増 

 軽油 引取 税 32,355 31,803 ▲552 ▲1.7 貨物輸送量の落ち込みによる減 

  県税収入計 418,023 438,011 19,988 4.8   

前年度から増加 

・県税      （＋ ４．８％） 

・地方消費税清算金（＋ ６．０％） 

・地方譲与税   （＋ ９．９％） 

・地方交付税   （＋ ３．３％） 

・国庫支出金   （＋ ４．９％） 

 

前年度から減少 

・県債      （▲ ８．２％） 

※うち臨時財政対策債（皆減） 

・諸収入     （▲１５．７％） 

・その他     （▲ ６．６％） 

※地方特例交付金（▲８２．３％） 

歳入総額 
 

12,637 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 418,023 438,011 19,988 4.8 － 

 地方消費税清算金(清算後)② 52,435 57,261 4,826 9.2 － 

小計（①＋②） 470,458 495,272 24,814 5.3 － 

 特別法人事業譲与税   ③ 52,699 58,356 5,657 10.7 全国的な企業収益の増 

 自動車重量譲与税    ④ 538 549 11 2.1 － 

実質的県税 ①＋②＋③＋④ 523,695 554,177 30,482 5.8 － 

 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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②   地方交付税 ２，０３４億円 【対前年度比：＋６４億円、＋３．３％】 

    臨時財政対策債   －   【対前年度比：▲７１億円、皆減】 

 普通交付税については、令和６年度の算定結果をもとに、令和７年度の地方財政計画の

内容等を踏まえ算定し、前年度比＋３．３％、６４億円増の２，０１１億円。 

 特別交付税については、交付実績を踏まえ、前年度同額の２０億円。 

 臨時財政対策債については、平成１３年度の制度創設以来、初めての発行なし。 

 この結果、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）と臨時財政対策債を合わせた実質

的地方交付税は２，０３１億円となり、前年度比▲０．３％、７億円の減。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 地財計画 

 地 方 交 付 税  196,974 203,376 6,402 3.3 1.5 

 

 

 

普 通 交 付 税    ① 194,700 201,100 6,400 3.3 
1.6 

特別交付税(通常分)② 2,000 2,000 - - 

震災復興特別交付税 274 276 2 0.7 ▲3.7 

 臨時財政対策債       ③ 7,100 - ▲7,100 皆減 皆減 

実質的地方交付税①+②+③ 203,800 203,100 ▲700 ▲0.3 ▲0.9 

 

③  県債 ７５９億円 【対前年度比：▲６８億円、▲８．２％】 

 県債の発行額は、臨時財政対策債の減などにより前年度比▲８．２％、６８億円の減。 

 臨時財政対策債は、令和７年度の地方財政計画において、地方交付税や県税などを合わせ

て、地方全体の一般財源総額が前年度を上回る見通しから、発行額はゼロ。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、臨時財政対策債の減などにより６．０％

と０．６ポイント減（前年度当初：６．６％） 

 通常県債と特例的県債を合わせた県債残高は、令和７年度末（見込）で、１兆９，６６９

億円となり、令和６年度末（見込）に比べ４１９億円の減。県債残高が２兆円を下回るの

は、平成２３年度以来、１４年ぶり。 

 令和７年度末の通常県債（公共投資に充てる県債や退職手当債など）に係る県債残高は、

後年度負担軽減の観点から県債発行を抑制する一方、令和６年度最終補正予算で計上予定

の国の国土強靭化対策に対応した公共事業等の追加のほか、令和７年度当初予算における

施設の長寿命化対策等の事業費の増により、令和６年度末残高より１９０億円増加し、 

１兆１，６２２億円となる見込み。 

 

【県債発行額の前年度比較】                                       （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 備  考 

 通 常 県 債 75,569 75,894 325 0.4 
－  公共投資に充てる県債 74,569 75,894 1,325 1.8 

退 職 手 当 債 1,000 - ▲1,000 皆減 

 特 例 的 県 債 7,100 - ▲7,100 皆減 臨時財政対策債 

合      計 82,669 75,894 ▲6,775 ▲ 8.2 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 (参考)地財計画 

 県税(地方消費税清算後) 470,458 495,272 24,814 5.3 (県税)  6.9 

 特別法人事業譲与税 52,699 58,356 5,657 10.7 10.8 

 実質的地方交付税 203,800 203,100 ▲700 ▲0.3 ▲0.9 

 震災復興特別交付税 274 276 2 0.7 ▲3.7 

 その他の地方譲与税 4,224 4,193 ▲31 ▲0.7 － 

地方特例交付金 10,180 1,800 ▲8,380 ▲82.3 ▲82.9 

合   計 741,635 762,997 21,362 2.9 － 

 震災復興特別交付税除き 741,361 762,721 21,360 2.9 (水準超除き)  1.7 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税（震災復興特別交付税を除く）及び臨時財政対策債の合計額 

 ※その他の地方譲与税は、特別法人事業譲与税以外の地方譲与税の合計額 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

２４１億円 【対前年度比：＋９億円、＋３．９％】 

 令和６年度当初予算に引き続き、後年度負担軽減の観点からの県債発行抑制などのた

め、繰入金２４１億円を一般財源として使用する。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 23,162 24,059 897 3.9 

一般財源基金残高（年度末）  96,793※１ 97,100 程度※２   

※1 R6-12 月補正後の残高見込み。 

※2 R6 税収見込等を踏まえ、R6 最終補正予算で積み立てる予定。 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

７，６２７億円 【対前年度比：＋２１４億円、＋２．９％】 

（震災復興特別交付税含み  対前年度比：＋２１４億円、＋２．９％） 

 県税（地方消費税清算後）、特別法人事業譲与税、実質的地方交付税とその他の地方譲

与税等を合わせた実質的な一般財源総額は、７，６２７億円となり、対前年度比で 

＋２．９％、２１４億円の増。 

 地方特例交付金は、定額減税分の補てん措置が終了することに伴い、前年度比 

▲８２．３％、８４億円の減。 
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人件費

3,186 

25%

公債費

1,494 

12%

扶助費

275 

2%
一般行政費の一部

（内数 1,485 ）

一般行政費

4,254

34%

投資的経費

（公共）

1,074 

9%

投資的経費

（その他）

411 

3%

税交付金等

1,943 

15%
義務的経費

4,955 

39%投資的経費

1,485 12%

６ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

   

  

   

 

  

 

 

①  義務的経費 ４，９５５億円 【対前年度比：＋２５億円、０．５％】 

歳出全体に占める構成比：３９．２％（前年度 ３９．４％） 

 人件費は、給与改定に伴い職員給与費等が増となる一方、定年延長に伴う定年退職者数

減による退職手当の減により、前年度比▲０．０％。 

※人件費（退職手当除き） ３，０４５億円（＋４．２％） 

 公債費は、金利上昇により、前年度比＋０．８％。 

 扶助費は、児童福祉入所施設等委託費の増等により、前年度比＋４．９％。社会保障関

係費（扶助費及び一般行政費の一部）については、後期高齢者医療給付費負担金や施設

型給付費負担金の増等により、前年度比＋４．８％。 

 

②  投資的経費 １，４８５億円 【対前年度比：▲１７億円、▲１．２％】 

（公共＋０．８％、その他投資▲５．８％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（特別・企業会計含み）については、災害・危機に強い公共インフラづく

りなどの視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等の進捗を図ることとし、令和６年

度の実績ベースの見込みにより、前年度比▲０．２％の７９５億円。 

 なお、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」等の国の経済対策への対

応については、令和６年度最終補正予算に３２０億円を計上予定。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（特別・企業会計含み）については、道路・堤防の補修等の維持管理・長

寿命化対策、防災インフラ整備等を引き続き着実に進めるとともに、新産業廃棄物処分

場関連道路の整備や牛久沼越水対策にも取り組むことから、前年度比＋２．１％の 

３１１億円。 

前年度から増加 

・公債費    （＋ ０．８％） 

・扶助費    （＋ ４．９％） 

[社会保障関係費（＋ ４．８％）] 

・一般行政費  （＋ ０．２％） 

・税交付金等  （＋ ５．９％） 

 

 

前年度から減少 

・人件費    （▲ ０．０％） 

・投資的経費  （▲ １．２％） 

歳出総額 
 

12,637 

社会保障関係費 
1,760 14% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比＋０．４％の１，１０６億円。なお、一般会計分は、

前年度比＋０．８％の１，０７４億円。 

 「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」などの国の経済対策分（令和６

年度最終補正予算で計上予定）を合算した場合は、＋１．６％の１，４２６億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

 その他投資については、あすなろの郷の再編整備に向けたセーフティネット棟の建設の

終了等により、前年度比▲５．８％の４１１億円。 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ６ Ｒ７ 増 減 増減率 

 国補公共事業 79,693 79,511  ▲182  ▲0.2  

 

 

補 助 事 業 63,339  62,925  ▲414  ▲0.7  

直轄事業負担金 16,354  16,586  232  1.4  

 県単公共事業 30,417  31,059  642  2.1 

合  計 110,110  110,570  460  0.4  

 

＜参考＞ 令和６年度最終補正予算に計上予定の国の経済対策（「防災・減災、国土強靭化のため

の５か年加速化対策」等）への対応分を合算した場合の金額及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R6 経済対策 

A 

R7 当初 

B 

計 

C=A+B 

R5 経済対策 

D 

R6 当初 

E 

計 

F=D+E 

増減率 

C/F 

32,040 110,570 142,610 30,322 110,110 140,432 1.6 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

国補公共事業 ８６４ ７８１ ８１９ ７９７ ７９５ 

県単公共事業 ２５３ ２６３ ２７０ ３０４ ３１１ 

合計 １，１１７ １，０４４ １，０８９ １，１０１ １，１０６ 

 

 

③  一般行政費 ４，２５４億円【対前年度比：＋９億円、＋０．２％】 

一般行政費は、 

 グローバル企業のフラッグシップ拠点の誘致に向けた補助の拡充、インドの教育機関と連

携した優秀な外国人材の確保など経済力のある豊かな茨城づくり 

 木造住宅の耐震化や流域治水対策のための田んぼダム整備への支援による防災体制強化、

フッ化物洗口の推進による健康づくりなど安心安全の確保に向けた取組の充実 

 不妊治療への支援、より専門性の高い人材を育成するための県立ＩＴ短大の大学校化、長

距離通学解消に向けた（仮称）神栖特別支援学校の整備、外国人児童生徒への日本語指導

体制整備などを通じた「人財」育成 

 県北地域の地域資源や茨城デスティネーションキャンペーンのレガシーを活かした国内外

からの誘客促進、ものづくり企業の海外販路開拓支援 

などに重点的に取り組むための所要額を計上。 

県単公共事業 

国補公共事業 
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9,956 9,669
9,196 8,657

11,434 11,514 11,427 11,432 11,622

12,952 12,817 12,922 12,512 12,637

11,000

3,000

5,000

13,000

当初予算額 

④ 財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

令和７年度当初予算では、後年度負担の軽減を図るため、投資的経費に充てる財源の一部に一

般財源を使用し、８８億円の県債発行抑制に取り組むことなどにより、通常県債と特例的県債を

合わせた県債残高は、令和７年度末（見込）で、１兆９，６６９億円となり、令和６年度末（見

込）に比べ４１９億円の減。県債残高が２兆円を下回るのは、平成２３年度以来、１４年ぶり。 

[財政健全化に向けた目標] 

 特例的県債を除く県債残高を前年度以下に縮減 

→ 県債残高については、国の国土強靭化対策に対応した公共事業等の追加のほか、令和７年

度当初予算における施設の長寿命化対策など県政の課題に対応するため増加。 

 臨時財政対策債を地方交付税として算定した場合のプライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和７年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 

 

【県債残高の推移】                               （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県債残高総額 
R3 R4 R5 R6 R7 

２１，３８９ ２１，１８３ ２０，６２２ ２０，０８８ １９，６６９ 

（注）R5 までは決算額、R6 は最終補正予算時見込額、R7 は当初予算時見込額 

表示単位未満四捨五入のため積上と総額が一致しない箇所がある。 

「通 常 県 債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など 

「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な

県債（臨時財政対策債、減収補塡債など） 

 

 

通常県債残高 

特例的県債残高 

8,047 
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臨時財政対策債を地方交付税として算定 プライマリーバランス

【プライマリーバランスの推移】                       

                                   （単位：億円） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）R5 までは決算額、R6 は最終補正予算時見込額、R7 は当初予算時見込額 

 

 

黒字 

赤字 

12



物価上昇を上回る賃上げを促進するため、大幅な賃上げを実施する中小企業等を支援し
ます。

いばらき賃上げ支援事業（新規）

【Ｒ7当初予算額 787百万円】 産業戦略部労働政策課労働経済・福祉Ｇ（029-301-3635）

支給
対象者

県内に事業所を有し、１時間当たりの賃金を1,010円（最低賃金プラス５円）以
下の額から35円以上引き上げた中小企業・小規模事業者等※

※労働者全員の１時間当たりの賃金が1,040円以上となること

支給額
・
上限

○支給額
正規雇用労働者１人あたり 5万円
非正規雇用労働者１人あたり 3万円

○支給上限額
１事業所あたり
最大50万円

1,060円

1,050円

1,040円

1,030円

1,020円

1,010円

1,000円
Ａ

Ａ

1,055円

＋50円

1,005円

引上げ額が
35円未満

引上げ前の賃金が
1,010円超【対象イメージ】

P

Ｂ

Ｂ
1,035円

＋30円

1,005円 Ｃ

Ｃ

1,040円

＋35円

1,005円

Ｄ

Ｄ
1,050円

＋35円

1,015円

物価高の影響を受ける中小企業等の設備投資等を支援することで、生産性向上を図り、
持続的な賃上げを促進します。

いばらき業務改善奨励金事業

【Ｒ7当初予算額 42百万円】 産業戦略部労働政策課労働経済・福祉Ｇ（029-301-3635）

補助
対象者

事業場内最低賃金を30円以上引き上げ、1,040円以上(※1)とし、生産性向上のた
めの設備投資等を行う中小企業・小規模事業者等(※2)
※1：最低賃金が1,005円の場合
※2：R6.1月以降に国の業務改善助成金の交付決定を受けていること

助成率
・
上限

○助成率
業務改善助成金(国)の
自己負担分の1/2

○助成上限額
最大100万円

助成
対象

生産性向上のための設備投資等
例）・セルフオーダーシステム、オンライン予約システムの導入による業務の効率化

・リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

【助成イメージ】
補助対象経費１６０万円の場合

業務改善助成金１２０万円
自己負担分４０万円

県助成
２０万円

自己負担
２０万円

自己負担分の1/2を県が助成
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経済の好循環に向けた緊急対策




【目 的】
県内中小企業等の持続的な賃上げの実現に向け、その原資をしっかりと確保していく
ため、価格転嫁率等の向上を図ります。

【事業メニュー】
１ 価格転嫁相談窓口の設置

価格転嫁について相談できる専門窓口を設置し、

価格交渉に応じないなどの事案は、公正取引委員会への情報提供を実施

２ 個別企業への働きかけ強化

県内企業（小規模除く）約１万社に対して要請文や啓発チラシを発出

価格交渉促進月間（３月及び９月）にあわせて、

メディアによる広告キャンペーンの実施や事業者向けセミナーの開催

企業に対する価格転嫁の状況のヒアリングやパートナーシップ構築宣言の登録促進を働きかけ

３ 専門家による伴走支援

価格転嫁がうまく進んでいない企業に対して、中小企業診断士を派遣し、

価格交渉のノウハウなどを伴走的に支援

持続的な賃上げのための原資をしっかりと確保するため、適切な価格転嫁を行おうとす
る県内中小企業等をプッシュ型で伴走支援します。

価格転嫁促進事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 38百万円】 産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

保育士等や介護・障害福祉施設職員の処遇を改善するため、保育施設等が行う処遇改善
等に対する負担金を拡充するとともに、介護・障害福祉施設に対し、賃上げ及び職場環境
改善に取り組むことを前提として、処遇改善に必要な経費を補助します。

処遇改善関連事業

令和６年度 最終補正予算案

【Ｒ7当初予算額 1,566百万円】

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 2,241百万円】

事業名 補助率 内 容 補助対象

介護人材確保・職場環境改善等事業

【1,587百万円】
国10/10

介護・障害福祉施設職員
の賃上げ及び職場環境改
善に対する補助

※各事業所の介護報酬/1か月
×サービス種別毎の交付率

介護・障害

福祉施設障害福祉人材確保・職場環境改善等事業

【654百万円】

【介護・障害福祉施設への補助（R6最終補正予算計上予定）】

事業名 主な補助率 内 容 補助対象

施設型給付費負担金

【1,566百万円（拡充分）】

国1/2

県1/4

市町村1/4

保育士等の処遇改善など
に対する負担金

※人件費の引上げ率 ＋10.7％相当

幼稚園

保育所

認定こども園

【保育施設等への負担金（R7当初予算）】

福祉部子ども政策局子ども未来課企画・幼稚園Ｇ

（029-301-3252）

長寿福祉課介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）

障害福祉課自立支援Ｇ （029-301-3363）
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物価高騰や運転士不足の影響を受ける中で経営改善に取り組む交通事業者に対し、Ｄ
Ｘ･ＧＸの活用による経営改善やバス運転士確保の更なる取組を支援します。

地域公共交通経営改善支援事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 388百万円】 政策企画部交通政策課地域交通Ｇ（029-301-2604）

鉄道Ｇ （029-301-2606）

１ 公共交通ＤＸ・ＧＸによる経営改善支援事業（370百万円）

＜補助対象＞ 県内に営業所を有する乗合バス事業者及びタクシー事業者、県内地域鉄道事業者

のうち経営改善計画書※を提出する事業者

＜対象経費＞ ＤＸによる業務効率化やＧＸによる省エネ化に係る経費

＜補 助 率＞ 1/2

＜補助上限＞ 乗合バス：15百万円/事業者 タクシー：6万円/台 鉄道：25百万円/事業者

２ バス運転士緊急確保事業（18百万円）

＜補助対象＞ 県内に営業所を有する乗合・貸切バス事業者のうち経営改善計画書※を提出する事業者

＜対象経費＞ バス運転士の採用広報に係る経費

＜補 助 率＞ 1/2

＜補助上限＞ 10万円/事業者

※経営改善計画書：賃上げ、業務効率化、運賃改定などの実施計画や内容を盛り込んだ計画書

エネルギー価格や食材料費の高騰により増大する医療機関等の負担を軽減し、健全な施
設運営を図るため、医療機関開設者等に対して光熱水費等の支援を行います。

医療機関等物価高騰対策支援関連事業

令和６年最終補正予算案 P

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 649百万円】 保健医療部医療局医療政策課医療整備Ｇ（029-301-3186）

医療人材課人材育成Ｇ (029-301-3151）

薬務課薬事Ｇ （029-301-3393）

１ 医療機関
支給先：病院、診療所（医科・歯科）

※保険医療機関に限る

対象数：2,941施設

【事業概要】光熱水費の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】医療機関等の光熱水費の高騰分

支給先：薬局
※保険薬局に限る

対象数：1,349施設

支給先：施術所
※保険適用の施術を行う施設に限る

対象数：1,222施設

３ 施術所

支給先：助産所、歯科技工所
対象数：558施設

４ 助産所・歯科技工所２ 薬局

（379百万円） （23百万円）

（14百万円） （5百万円）

【事業概要】食材料費の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】医療機関の食材料費の高騰分
【対 象 数】病院、有床診療所 271施設

光熱水費

食材料費

（228百万円）

15



エネルギー価格や食材料費の高騰により増大する福祉施設の負担を軽減し、健全な施設
運営を図るため、福祉施設事業者等に対して光熱水費等の支援を行います。

福祉施設等物価高騰対策支援関連事業

令和6年度 ３月補正予算案 P

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 1,017百万円】
福祉部福祉人材・指導課保護Ｇ （029-301-3164）

長寿福祉課介護保険指導・監査Ｇ（029-301-3343）

福祉部障害福祉課自立支援Ｇ （029-301-3363）

福祉部青少年家庭課児童育成Ｇ （029-301-3258）

１ 高齢者施設

支給先：高齢者施設等
対象数：4,172施設

（490百万円）

【事業概要】光熱水費の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】福祉施設等の光熱水費の高騰分

支給先：障害者施設等
対象数：3,687施設

支給先：保護施設（救護施設）
対象数：5施設

４ 保護施設（救護施設） （2百万円）２ 障害者施設 （111百万円）

光熱水費

３ 児童養護施設等

支給先：児童養護施設・里親等
対象数：40施設、 里親150組

（4百万円）

【事業概要】食材料費の高騰による負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】食事の提供が必要な入所系福祉施設の食材料費の高騰分
【対 象 数】1,499施設

食材料費

（410百万円）

※訪問介護等の訪問系サービス事業所については、車両燃料費の高騰分を含む

エネルギー価格の高騰により増大する私立学校等の負担を軽減し、健全な学校経営の維
持を図るため、光熱水費等の負担が増大している私立学校等に対して支援を行います。

私立学校等物価高騰対策支援関連事業

令和5年度 6月補正予算案 P

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 202百万円】
福祉部子ども政策局子ども未来課企画・幼稚園Ｇ

（029-301-3252）
教育庁総務企画部私学振興室 （029-301-2249）
保健医療部医療局医療人材課人材育成Ｇ （029-301-3151）

２ 私立高等学校等

支給先：私立小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、専修学校、各種学校を
設置する学校法人

対象数：56法人89校

（20百万円）

３ 医療関係職種養成所

支給先：看護師等養成所・その他医療関係職種養成所※を設置する法人
※理学療法士課程、言語聴覚士課程、歯科衛生士課程、歯科技工士課程

対象数：16法人16校

（1百万円）

【事業概要】光熱水費等の高騰による私立学校等の負担を軽減するため支援金を支給
【対象経費】各学校・養成所・幼稚園等の光熱水費等の高騰分

１ 私立幼稚園・保育所等

支給先：私立幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育施設、認可外保育施設を
設置する法人及び個人

対象数：687法人1,047施設

（181百万円）
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県立学校における給食等の食材価格が高騰していることから、保護者の負担軽減を図る
ため、食材価格の高騰相当分を支援します。

学校給食等物価高騰対策事業

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 6百万円】 教育庁学校教育部保健体育課健康教育推進室

（029-301-5356）

【事業内容】学校給食等の食材価格高騰相当額を補助

【補助対象】学校給食または舎食を提供する県立学校（４７校）

➣ 中学校・中等教育学校（13校）

➣ 特別支援学校（23校）

➣ 夜間定時制高等学校等（11校）

【補 助 率】10/10
（１食あたり２０円を想定）

価格高騰相当分(20円)

各業者等
へ支払い保護者負担分(320円)

(例) １食あたり 320円 → 340円 に高騰した場合

県からの補助

保護者負担額
（変更なし）

令和6年度 2月補正予算案 P

物価高の影響を受ける中小事業者等のうち、国の電気料金支援の対象外となっている特
別高圧契約で受電する事業者等に対し、電気料金の一部を継続して支援します。

特別高圧受電施設等電気料金支援事業

令和６年度 補正予算案 PP

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 295百万円】
産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

特別高圧契約で受電する中小企業（商業施設等に入居するテナント含む）等、病院

支援対象期間及び支援単価

対象施設

支援対象期間
使用電力１kWhあたりの

支援単価

２０２４年８月～９月分 ２．０円

２０２４年１０月分 １．３円

２０２５年１月～２月分 １．３円

２０２５年３月分 ０．７円

※ 支援対象期間及び支援単価は、国の電気料金支援事業（高圧）に準じる。
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ＬＰガス販売事業者を通じてＬＰガス料金の値引きを行い、物価高騰に伴う一般消費者
の負担軽減を図ります。

ＬＰガス料金負担軽減支援事業

令和６年度 補正予算案 PP

【Ｒ6最終補正予算計上予定額 502百万円】 防災・危機管理部消防安全課産業保安室（029-301-3594）

【支援対象】
約74万世帯

【支援額】
１世帯あたり600円（各世帯１回）

【補助対象者】
ＬＰガス販売事業者

【補助方法】
ＬＰガス販売事業者に対し、ＬＰガ
ス料金の値引き実績（令和７年４月
以降）に応じて補助

ＬＰガス
販売事業者

県内一般消費者

＜支援の仕組み＞

料金値引き

茨城県

①交付申請
④実績報告

②交付決定
⑤補助

③値引き（600円）

（１）グローバル企業のフラッグシップ（主力）拠点誘致促進補助【拡充】 【上限100億円】

■成長産業（半導体・次世代自動車関連産業等）のグローバル企業
のフラッグシップ（主力）拠点の整備に対する補助

➡将来にわたって発展できる地域づくりに向け、発展をけん引し、
産業集積や雇用の好循環の核となるフラッグシップ拠点を誘致

【要件(案)】①売上高･シェア等:世界10位以内 ②投資額:1,000億円以上 ③土地取得:10ha以上

（２）次世代産業集積・カーボンニュートラル強化プロジェクト事業補助 【上限 30億円】
■成長産業の生産拠点の整備に対する補助

（３）本社機能移転強化促進補助 【上限 50億円】
■成長産業の本社機能の県外からの移転に対する補助

企業誘致活動強化事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 5,604百万円】

（Ｒ6当初予算額 5,604百万円）

１ 茨城県企業立地促進補助金 （5,574百万円）

２ 企業誘致のための調査費等 （30百万円）

立地推進部立地推進課本社機能移転推進室（029-301-2036）

■設備投資意向調査、誘致戦略アドバイザーの設置 など

企業立地実績で全国トップレベルを維持するなか、さらに将来にわたって発展できる地

域づくりに向け、発展をけん引し、産業集積や雇用の好循環の核となるフラッグシップ

（主力）拠点の誘致を進めるため、補助メニューを拡充します。
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テキストボックス
Ⅰ「新しい豊かさ」




茨城県外国人材支援センターやインド日本語講座の運営、外国人受入優良企業認定制度
の創設等により、外国人材の確保から受入れ、定着までを支援します。

外国人材活躍促進事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 126百万円】

（Ｒ6当初予算額 125百万円）
産業戦略部労働政策課雇用促進対策室（029-301-3645）

～外国人材活用啓発推進施策～

(1) 海外の教育機関等と連携した日本語講座の運営(15百万円)
○ 覚書締結先のインド・アミティ大学において

日本語講座を運営
○ 育成した人材を県内企業に繋げるため、

インターンシップやジョブフェア等を実施

(2） 外国人材支援センターの運営等 (99百万円)
○ 外国人材と県内企業の就職マッチングを支援
○ 新たにインドや製造業に精通した専門アドバイザー

を追加し、セミナーやローラー作戦を通じて、
県内企業を啓発

(3）日本語e-ラーニングシステムの提供(11百万円)
○ 外国人を雇用している県内企業や、県内

企業へ就職を予定・希望する外国人などを
対象にe-ラーニングシステムを提供
→外国人材の日本語学習を支援

(4）外国人受入優良企業認定制度(1百万円)
○ 優良事例を取り上げ、認定・周知し、

県内企業に啓発・横展開

(1)インターンシップやジョブフェアで県内に繋ぐ 県内企業が受入れ
優良事例創出

優良事例が広まり
外国人材が定着

選ばれる
茨城県へ

(3)日本語e-ラーニング
の提供

(2) インド専門アドバイザーが
県内企業に周知・啓発

(1) 日本語講座で
人材を育成

インド送出機関の開拓等
情報収集

(4) 優良企業を認定
事例を横展開

各施策を通じて、県内企業に外国人材の活用を啓発

送出機関等
の情報

外国人介護人材確保関連事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 66百万円】

（Ｒ6当初予算額 39百万円）
福祉部福祉人材・指導課人材確保Ｇ（029-301-3197）

１．外国人介護人材確保事業（44百万円）

２．外国人介護人材受入環境整備事業（22百万円）

(1) 特定技能インド人材等受入促進事業【新規】

インド人材獲得に向けた介護事業者向け海外現地視察ツアーや

セミナー開催、ＰＲ動画制作を実施

(2) 外国人介護人材獲得強化事業【新規】

介護事業者がインド等外国人材を獲得するための採用活動を支援

(3) 介護福祉士養成校外国人留学生受入支援事業

介護福祉士養成校留学生の就職先マッチングを支援

(4) 外国人留学生奨学金等給付支援事業

介護事業者が留学生に給付する奨学金の一部を支援

インドを中心とした、外国人介護人材の受入れから育成、定着を支援することにより、
将来にわたって本県の介護現場で活躍できる人材の確保を図ります。

(1) 介護職種技能実習生等国家試験対策支援事業【新規】・外国人介護人材受入環境整備事業

外国人介護人材が介護福祉士として長期間活躍できるよう日本語や国家試験対策等を支援

(2) 外国人介護人材受入れ・定着サポート事業【新規】

外国人介護人材の受入支援のため、外国人材支援センターに介護専門アドバイザーを配置
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●外国人適正雇用３原則
①不法就労者を雇わない
②雇わせない
③見過ごさない

●宣誓対象
県内事業者、業界団体 など

●方法
１.事業者から県に宣誓書を提出
２.事業者に宣言マーク、ステッカー等を交付

（商品貼付や事務所掲示）

３.県HP公表や企業のCSRとして活用しメリットに

●啓発巡回（通年）
・事業者を直接訪問・啓発・指導
・併せて、宣誓制度への参加を依頼

●重点パトロール（適正雇用促進月間）
・不法就労の多くなる時期・地域・業種に重点化
・県・県警・東京出入国在留管理局・茨城労働局等
と協力し、合同パトロールを実施

・雇用主に在留カードの確認を徹底

【Ｒ7当初予算額 19百万円】

外国人材適正雇用促進事業（新規）

産業戦略部労働政策課雇用促進対策室（029-301-3645）

令和7年度当初予算案 P

産業界・県・県警・国などの連携のもと、雇用主の意識啓発を図ること等により、不法就労
を防止し、外国人材の適正な雇用を促進します。

適正雇用推進宣言制度の創設 適正雇用促進キャンペーンの展開

業界・サプライチェーン全体で適正な雇用を促進

（
イ
メ
ー
ジ
）

茨城 千葉 群馬 埼玉 愛知

東京

大阪

栃木

神奈川

兵庫

その他

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

（参考）稼働場所別不法就労者数（2023年度）

「シン・いばらきメシ総選挙2024」（2024年10月開催）のグランプリグルメをはじめと
する受賞グルメ等について、県内外に集中的なプロモーションを展開し、食の観光資源と
して磨き上げることにより、本県への観光誘客や地域振興に繋げます。

シン・いばらきメシプロモーション事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 64百万円】
政策企画部地域振興課企画調整Ｇ（029-301-2732）

１ 商業施設等とタイアップした「シン・いばらきメシ」フェアの開催 （45百万円）
都内百貨店やコンビニエンスストアなどにおける受賞グルメ等のフェア開催

２ シン・いばらきメシの県内等展開支援 （10百万円）
受賞グルメ等の県内提供施設の拡大に向けた支援

３ メディアや雑誌等を活用したプロモーション （5百万円）
ウェブ媒体や旅行雑誌等を活用した受賞グルメ等認知拡大や周辺観光施設への誘客

４ ＳＮＳ等による広報活動 （4百万円）
ＳＮＳ等による写真や動画を活用した受賞グルメ等の最新情報の広報

▲一般料理部門グランプリ
シン・茨城あげそば（五霞町）

▲スイーツ部門グランプリ
ダイヤモンブラン（小美玉市）

▲シン・いばらきメシ総選挙2024
表彰式の模様
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本県が誇る豊富な農林水産物を広く発信する食のイベントを都内で開催し、県産農林水
産物の更なる認知度向上と販売促進を図ります。

茨城をたべよう収穫祭開催事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 52百万円】

（Ｒ6当初予算額 52百万円）
営業戦略部販売戦略課企画広報Ｇ（029-301-3945）

１ コンセプト
首都圏の台所 食の宝庫いばらき 自慢のグルメ大集合

２ 開催時期（予定）
2025年10月４日（土）、５日（日） (２日間）

３ 開催場所（案）
駒沢オリンピック公園（東京都世田谷区駒沢公園1-1）

４ コンテンツ(案）
・あんこう大鍋、常陸秋そば蕎麦打ち体験などイベント企画
・常陸牛、常陸の輝きなどグルメPRコーナー
・シン・いばらきメシ総選挙2024エントリーグルメコーナー 等

今年度の収穫祭の様子

農業の構造転換の実現に向け、地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集約・
合理化に取り組む産地を支援します。

いばらき共同利用施設再編集約・合理化支援事業（新規）

令和7年度 当初予算案

【Ｒ7当初予算額 814百万円】
農林水産部産地振興課農産・特産振興Ｇ（029-301-3926）

１ 補助対象経費
集出荷貯蔵施設等の共同利用施設の再編集約・合理化にかかる経費

２ 事業主体
農業協同組合、農業協同組合連合会、農事組合法人、農地所有適格法人、
その他農業者の組織する団体、市場関係者、流通業者 等

３ 補助率
（１）共同利用施設の再編集約・合理化（734百万円）

国 1/2以内

（２）ブランド化・差別化のさらなる加速化（80百万円）
(１)の取組に対し、ブランド化・差別化を可能とする
施設整備に限り、上乗せ補助を実施
県 0.5/10以内 ＋ 国 0.5/10以内

４ 採択要件
「再編集約・合理化計画」を作成すること、更新に係る積立計画を提出すること 等

【光センサー】
流れてくる果実の
糖度等を瞬時に測
定・選果

ブランド化・差別化を可能とする施設整備の例
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気候変動により農作物の生産に大きな影響が及ぶ中、高温耐性を持つ新品種の開発、生
産技術対策の強化及び多発する病害虫への総合防除対策の推進を行うことで、本県農作物
の安定的な生産を図ります。

気候変動対策関連事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 58百万円】

（Ｒ6当初予算額 57百万円）

＜高温耐性新品種の開発・生産技術対策の強化＞
農林水産部農業技術課研究・普及Ｇ（029-301-3936）

＜総合防除対策＞
農林水産部農業技術課生産環境Ｇ （029-301-3894）

１ 本県主要品目における高温耐性新品種の開発【26百万円】
（１）高温耐性を兼ね備えたメロン新品種の開発
・緑肉の本県オリジナル品種「イバラキング」とセット販売できる赤肉品種
・良食味、肥大性に優れ、高温期の萎れ及びうどんこ病に抵抗性を持つ品種

（２）高温耐性・耐病性を兼ね備えたイチゴ新品種の開発
・果形、食味、日持ち性、年内収量に優れ、高温耐性や重要病害に対し
耐病性を有する品種

２ 厳しい環境に対応する生産技術対策の強化【20百万円】
（１）国際的な需要増に応じた輸出用米の生産技術の開発
・高温下においても白未熟粒の発生を抑制する栽培方法の開発
・DNAマーカーを活用した品種選抜

（２）温暖化への適応及び直売ニーズの充足に資するリンゴ品種・系統の選定
・早生-中生-晩生とシーズンを通して販売できる特徴的な品種の選定 など

３ 重要病害虫の総合防除対策【12百万円】
（１）重点地区を設定した総合防除の取組支援
・重要病害虫がまん延する地域を重点地区に設定し、総合防除に係る経費を支援
（例：天敵昆虫、診断キット、捕獲トラップ等）

（２）経営的視点を踏まえた総合防除の導入効果の検証
・実証結果をもとに事例集を作成し、県内全域へ普及

良質な堆肥を生産する畜産農家とそれらの堆肥を利用する耕種農家との耕畜連携によ
り、資源循環型の農業団地を形成し、新たな農業所得向上モデルを確立する。

畜産堆肥循環型農業団地形成モデル事業

令和７年度 当初予算案 PP

農林水産部畜産課経営環境Ｇ （029-301-3988）

同 農業技術課持続的農業推進Ｇ（029-301-3931）

【Ｒ7当初予算額 53百万円】

（Ｒ6当初予算額 49百万円）

【対象】
資源循環型の農業団地を構成する複数の「畜産農家」と「耕種農家」

【事業メニュー】
１ 畜産農家の取組支援（38百万円）

・良質堆肥生産のための施設・機械整備
補助率1/2以内

例）ペレット製造機械、コンポスト等

２ 耕種農家の循環型農業への取組支援（15百万円）
・堆肥利用に必要な施設・機械整備

補助率1/2以内
例）堆肥散布機等

・ペレット堆肥利用への補助 補助率 定額

複数の畜産農家
循環型農業

堆肥利用

堆肥利用

循環型農業

循環型農業循環型農業

良質堆肥
生産支援

農業団地のイメージ

堆肥利用

堆肥利用
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気象や天然資源の変動等による漁獲量の変化等に備え、養殖産業の創出と育成を推進し
ます。

「いばらきの養殖産業」創出・育成事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 110百万円】

（Ｒ6当初予算額 114百万円）
農林水産部水産振興課栽培・施設Ｇ（029-301-4119）

１ 養殖技術開発の推進と開発技術による事業者支援（82百万円）

２ 養殖魚等の市場づくり（7百万円）

３ 水産業者の業態転換（養殖新規参入）への支援（21百万円）

（１）全国初となるブドウエビ養殖技術の開発

（２）事業化を目指したボタンエビ養殖技術の実証

・全国初の養殖技術として実証と採算性検証を開始

（３）常陸乃国まさば等の養殖事業化推進

・海面網いけす養殖での低コスト生産に向けた技術改善

・アニサキスフリーを実現する陸上養殖技術向上

・養殖用種苗の安定供給力の向上とテスト販売の開始

（１）常陸乃国まさばのブランド化

（２）霞ヶ浦キャビア・チョウザメフィレの市場づくり

（１）養殖スタート経費の補助 ・霞ヶ浦関連水産業者には不漁対策として補助率拡充（2/3）を継続

（２）養殖技術指導員の配置 ・新規参入者の養殖経営の安定を図るため、養殖技術巡回指導を開始

ボタンエビ

木造住宅の耐震化を促進するため、耐震化に関する支援の拡充や耐震診断士養成の強化
等に取り組みます。

建築物等震災対策事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 105百万円】

（Ｒ6当初予算額 15百万円）
土木部建築指導課企画Ｇ（029-301-4716）

１ 耐震化に関する支援の拡充（97百万円）
（１）支援対象

旧耐震基準※の木造住宅の耐震化に係る補助を実施する市町村
※1981年5月31日以前着工の戸建て木造住宅

（２）対象補助事業及び予算額等
・耐 震 診 断 ：75百万円（件数の増）
・耐 震 改 修 ：16百万円（上限額の引上げ、件数の増)
・耐震シェルター等： 3百万円（Ｒ7新規）
・ブロック塀改修等： 3百万円

２ 耐震診断士養成の強化等（8百万円）
・木造住宅耐震診断士養成のための講習会
・応急危険度判定士の養成のための講習会 等

地震による木造住宅の被害

耐震診断士の診断作業の様子
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田んぼダム促進緊急対策事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 598百万円】
農林水産部農地局農村計画課企画調整Ｇ（029-301-4150）

近年の頻発・激甚化する水害リスクの増大に備えるために、水田に降った雨水を一時的
に水田に貯める「田んぼダム」の取組を支援することで、流域治水や内水氾濫対策を図り
ます。

１ 補助対象：土地改良区、水利組合等

２ 補 助 率：10/10

３ 対象地域：流域治水プロジェクト対象河川の流域内の水田で、

洪水浸水被害の危険度が高い地域

４ 対象経費：田んぼダムのための落水桝の設置、

畦畔の補強等

田んぼダム未実施

排水管（塩ビ管）を越
流した時点で、水田か
ら排水が開始。

堰板の小さな穴によ
り、排水が抑制され、
水田内に雨水が貯留。 田んぼダム実施

降雨時の水田からの排水状況

降雨後

田んぼダムの貯める対策（排水抑制効果）

田んぼダム実施
排水が抑制

田んぼダム用の落水桝

田んぼダム未実施田んぼダム実施

田んぼダム未実施
従来の排水量

降雨を貯留

通常の水位 通常の水位

水田に貯まらず排水

落水桝

けいはん

らくすいます

せきいた

【概 要】県庁、市町村、消防本部及
び自衛隊等の74カ所に整備
している衛星通信設備を更
新する工事

【事業費】2,644百万円（うち市町村

負担金778百万円）

災害発生時に県内の被害等の状況を把握し、一般回線が断線、輻輳(ふくそう)した場合
でも、必要な災害支援対策を検討・実施できるよう、国や市町村などとの確実な通信手段
を確保するため、衛星通信設備を更新します。

防災情報衛星通信設備更新事業（新規）

令和6年度 当初予算案

防災・危機管理部防災・危機管理課防災ICT推進担当（029-301-2875）
【Ｒ7当初予算額 2,644百万円】

〇 衛星通信設備更新事業
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将来、県内の医療機関で医師の業務に従事しようとする者に対し、修学資金を貸与する
ことで、本県の地域医療を担う医師を養成・確保していきます。令和７年度入学者からは
制度を一部改正し、医師の地域偏在是正とキャリア形成の両立をより一層推進します。

医師修学資金貸与事業

令和7年度 当初予算案

【Ｒ7当初予算額 1,148百万円】

（Ｒ6当初予算額 1,086百万円）
保健医療部医療局医療人材課医師確保Ｇ（029-301-3191）

医師修学資金制度の概要

項 目 医師修学資金 地域医療医師修学資金 海外対象医師修学研修資金

対 象 者
①県内高校出身者または県内居住者
の子で、県外の医学部在籍者

②筑波大学医学群在籍者

地域枠設置大学入学者(11大学70枠)
筑波大学(36枠)、東京科学大学(5枠)、
東京医科大学(8枠)ほか8大学21枠

海外の医科大学進学者のうち、卒
業後に日本の医師免許取得及び県
内勤務を希望する者

貸 与 枠 20人 70人 修学資金 5人、研修資金 5人

貸 与 額
国立大学 月額20万円(改正前:15万円)

私立大学 月額25万円(改正前:同上)

国立大学 月額20万円
私立大学 月額25万円

修学資金 月額20万円(改正前:15万円)

研修資金 150万円

返
還
免
除

要
件

県内での
従事

貸与期間の1.5倍（最大９年）
(改正前:貸与期間と同期間)

９年 貸与期間の1.5倍（最大９年）

医師不足地
域での従事

臨床研修後に上記の1/2以上
(改正前:貸与期間と同期間)

臨床研修後に4.5年以上
臨床研修後に上記の1/2以上
(改正前:なし)

従事義務のイメージ(6年間貸与した場合)

県内従事義務:9年

臨床研修 2年
臨床研修後の勤務 7年

（うち、医師不足地域で4.5年以上）
医学部 6年

医師免許取得修学資金貸与

※下線部を今回改正

むし歯予防に効果があるフッ化物洗口について、教員業務支援員配置に係る経費や薬剤
購入費等を補助することにより、就学前から小学校段階における継続的な実施を推進しま
す。

フッ化物洗口推進関連事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 52百万円】

（Ｒ6当初予算額 9百万円）

教育庁学校教育部保健体育課学校保健・安全Ｇ（029-301-5349）

保健医療部健康推進課健康増進Ｇ （029-301-3229）

【補助対象】１～３年生の３学年でフッ化物洗口に取り組む
市町村立小学校

【事業内容】教員業務支援員の配置に係る経費の補助（１校あたり１名）
【補 助 率】国2/9、県4/9、市町村1/3

小学校口腔衛生推進事業 43百万円

１ 就学前施設への導入補助
【補助対象】４、５歳児へのフッ化物洗口に取り組む就学前施設

（小学校１～３年生の３学年でフッ化物洗口に取り組む市町村内に所在すること）

【事業内容】フッ化物洗口に係る導入経費（薬剤購入費、歯科専門職謝金等）の補助
【補 助 率】導入初年度 県10/10、導入２年目 県1/2・市町村1/2

※幼稚園、保育所、認定こども園等

２ 説明会の開催及び普及啓発等
市町村や施設等を対象とする説明会等の開催、普及啓発

フッ化物洗口推進事業 9百万円

＜洗口器具等の準備・片付け等＞

※
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警察署等建設整備事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 1,257百万円】

（Ｒ6当初予算額 756百万円）
警察本部警務部装備施設課（029-301-0110 内線2261）

老朽化した警察署について、県民の利便性の向上及び警察活動の拠点としての機能向上
を図るため、建て替えを行います。

◇古河警察署建設工事（３か年事業の２年目）
総事業費 約45億円

◇石岡警察署建設用地整地 66百万円

古河警察署建設整備【1,191百万円】

石岡警察署建設整備【66百万円】

・移転予定地 古河市西牛谷地内 ・事業スケジュール
(古河駅東部土地区画整理事業用地) R4：基本設計

・敷地面積 約15,000㎡ R5：実施設計
・庁舎の構造 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造３階建て R6～R8：建設工事
・庁舎延床面積 約5,200㎡ R9：供用開始

整備の概要

R6～7：基本設計
R8：実施設計
R9～R11：建設工事
R11:供用開始

事業スケジュール

石岡警察署移転予定地

古河警察署現況(S41年3月築)

石岡警察署現況(S46年3月築）

古河警察署移転後イメージ

※用地取得費約5.5億円は除く。

令和８(2026)年度末の新最終処分場の供用開始に向け、埋立地の造成を進めるとともに、
北側区画の遮水工及び浸出水処理施設工事など各種工事を着実に推進します。

新最終処分場整備関連事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 9,202百万円】

（Ｒ6当初予算額 6,641百万円）
県民生活環境部資源循環推進課新最終処分場整備室（029-301-3015）

新最終処分場の整備・運営主体である（一財）茨城県環境保全事業団

に対する支援等

・国交付金と同額を同事業団へ出捐

・安定的な運営を図るため、同事業団へ長期貸付を実施

〔貸付条件〕償還期間23年、有利子

○新最終処分場整備推進事業（4,260百万円）

・南側新設道路の整備（トンネル、橋梁、道路改良）

・県道整備等（県道日立常陸太田線片側歩道整備、油縄子交差点改良）

○新最終処分場周辺道路整備事業〔公共〕(4,942百万円）

新最終処分場完成イメージ図

R6 R7

整備費 19.4 58.9

財
源

国交付金 3.6 10.0

県出捐金 3.6 10.0

県貸付金 12.2 38.9

自己資金 － －

総事業費見込

269

33

33

189

14

供用開始までの整備スケジュール

新最終処分場整備費及び財源計画

※ R７国交付金及び県出捐金については、R６補正分を含む。

（億円）
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ナガエツルノゲイトウ対策実施基準を策定し、当該基準に基づき、ナガエツルノゲイト
ウの繫茂に伴う実被害の発生のおそれが認められる場合、当該箇所における駆除対策を実
施します。

ナガエツルノゲイトウ駆除対策事業（新規）

県民生活環境部環境政策課生物多様性センター（029-301-2940）

【目 的】 ナガエツルノゲイトウの繁茂に起因する甚大な被害の発生防止

【実施箇所】 新利根川河川域において対策実施基準を満たした箇所

【事業主体】 茨城県

【駆除面積】 最大 6,000㎡

【対策実施基準案】

新利根川において想定される実被害を考慮して策定

農業用水の取水への支障

恒常的な悪臭の発生

河川隣接民地への拡大

【Ｒ7当初予算額 25百万円】

侵入防止フェンスへの堆積

河川法面における繁茂

高額な医療費がかかる不妊治療のうち、保険適用外となる先進医療に対する費用の一部
を助成することで、妊娠を望み不妊治療に取り組む方の経済的負担軽減を図ります。

不妊治療費助成事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 18百万円】
福祉部子ども政策局少子化対策課母子保健Ｇ（029-301-3257）

１ 実施主体 市町村

２ 助 成 額 １件あたり上限4万円（県1/2、市町村1/2）

３ 助成内容
保険適用された治療と併用して自費で実施する

「先進医療（※）」に係る費用の一部を助成

※先進医療
妊娠に対する安全性や有効性において一定の評価を得ており、
将来的な保険導入が検討されている先進治療（R6.10.1時点で厚生労働省が告示している先進医療は13技術）

保険適用 保険適用外

一般不妊治療
（タイミング法等）

生殖補助医療
（体外受精・顕微授精等）

先進医療
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Ⅲ「新しい人財育成」




新生児マス・スクリーニング実証事業（新規）

福祉部子ども政策局少子化対策課母子保健Ｇ（029-301-3257）【Ｒ7当初予算額 90百万円】

新生児の先天性の疾患である重症複合免疫不全症（SCID）と脊髄性筋萎縮症（SMA）の
２疾患について生後早期に検査を実施し、早期治療に繋げることで、すべての子どもが健
やかに成長できる環境を整備します。

１ 対 象 者 新生児（生後４～６日）

２ 検査方法 定量PCR検査

３ 負担割合 国1/2、県1/2

４ 検査対象疾患
・重症複合免疫不全症（SCID）

免疫の異常により感染症を繰り返す疾患
・脊髄性筋萎縮症（SMA）

神経細胞の異常により体幹や呼吸等の筋力低下を引き起こす疾患

（参考）国の実証事業（2025年度まで）
SCID、SMAを対象にマス・スクリーニング検査の対象疾

患の拡充に向けた検討に資するデータを収集し、その結果
を踏まえ、全国展開を目指す

2026年4月から、県立中央看護専門学校の看護学科(３年課程)を茨城県内初の４年制へ
移行し、県立看護大学校へと改称するに先立って、学校の魅力の向上やより質の高い教育
を実施するための環境整備を行います。

県立看護大学校開校事業（新規）

令和7年度 当初予算案

【Ｒ7当初予算額 232百万円】

１ 県立看護大学校の概要
○時期：2026年4月から開校
○課程：看護学科［修業年限3年→4年］
○定員：40名（現行どおり）

２ 事業内容
４年制化に向けて、学校の魅力の向上や
より質の高い教育を実施するための環境
を整備する

①学習環境の整備：133百万円
②校舎の長寿命化： 99百万円

4年制化に伴う主な変化 効果

臨地実習を含めたすべての分野の授業時間を増加 より質の高い即戦力となる看護師を養成

実践を見据えたシミュレーション教育や臨地実習を強化 就職後のリアリティショックを軽減し、定着を促進

高度専門士（学士相当）の称号を取得 新卒看護師の初任給が大卒と同等となることを期待

年度 2026 2027 2028 2029

授業
イメージ

第1期生入学 第1期生卒業

基礎科目
中心

学内演習中心

臨地実習中心

▶スケジュール

保健医療部医療局医療人材課人材育成Ｇ（029-301-3151）
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県立産業技術短期大学校(ＩＴ短大)を情報テクノロジー大学校へ移行し、「質」と
「量」の両面からデジタル人材の育成を強化します。

情報テクノロジー大学校整備事業

令和7年度 当初予算案 PP

産業戦略部産業人材育成課人材育成Ｇ（029-301-3653）
【Ｒ7当初予算額 1,581百万円】

（Ｒ6当初予算額 997百万円）

【大学校の概要】
○2026年（令和８年）４月開校（専門課程２年、応用課程２年）
〇訓練科：専門課程２科〔収容定員：120名→200名（80名増員）〕

応用課程１科〔収容定員：120名新設〕
※専門課程からの内部推薦入試のほか、一般入試等により選抜

【事業内容】
〇新棟建設の実施：

定員増に伴い、不足する教室・
実習室等を整備

大学校新棟イメージ図

2023（R5） 2024(R6) 2025(R7)

ｽｹｼﾞｭｰﾙ 調査設計 建設工事

建設費等 154百万円 997百万円 1,581百万円

専
門
課
程

情報システム科

情報処理科

応用情報専攻科

情報サービスコース

情報セキュリティコース

情報管理コース

ITエンジニアコース

情報システムコース

応用
課程

新設

新設

新設

産業技術専門学院を再編整備し、デジタル時代に対応した技能者の育成、企業人材の
リスキリング支援など、ものづくり人材の育成拠点としての機能を強化します。

産業技術専門学院機能強化事業（新規）

令和7年度当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 368百万円】
産業戦略部産業人材育成課人材育成Ｇ（029-301-3653）

【機能強化の方針】

〇主な機能強化策
・転職者や女性を含め、幅広い層のキャリア形成を支援
・在職者向け、リスキリング機能を強化
・先端スキルの習得に対応する設備の導入
・産業界との連携により、地域企業への就職
を促進

〇運営体制の見直し
・５学院から２学院（水戸・土浦）に再編
・製造系訓練科を水戸に集約

【事業内容】

〇再編に向けた施設整備の実施
・水戸学院実習棟新設に関する設計等

（基本・実施設計、地質調査、支障物件解体）

訓練科名（仮称） 水戸
（190名）

土浦
(100名)

メカニカルエンジニア／デザイン 50名

金属クラフト 30名

電気エンジニア 30名

スマート建築 40名

モビリティ技術 40名 40名

コンピュータ制御/IT （IT大） 60名

≪再編後の訓練科≫ ※想定

2025 2026 2027 2028

設計等 建 設 工 事 新体制
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神栖市内から長時間をかけて鹿島特別支援学校に通学する児童生徒の通学に係る心身の
負担軽減を図るため、神栖市内に特別支援学校を新設します。

（仮称）神栖特別支援学校整備事業

PP

【Ｒ7当初予算額 1,330百万円】

（Ｒ6当初予算額 25百万円）
教育庁総務企画部財務課施設Ｇ （029-301-5173）

（仮称）神栖特別支援学校整備事業 【1,330百万円】

○児童生徒数約150人規模の知的障害教育特別支援学校の

整備に当たり、 2025（令和７）年度から校舎の建設工

事等を実施

○整備スケジュール

○校舎建設工事費

○校舎面積・構造
・延床面積：約7,400㎡
・構造：１階RC造、２階木造（一部RC造）

2025(R7) 2026(R8) R7-R8計

1,330百万円 2,011百万円 3,341百万円校舎建設工事

内　容

2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 2026(R8) 2027(R9)

開校工事基本・実施設計

令和７年度 当初予算案

○整備イメージ

パラアーティストを発掘・育成し、作品が認知され、経済的な対価を得るといった生き
がいを創出するとともに、障害のある人がアスリートとしてパラスポーツに取り組むこと
ができるよう支援します。

パラアーティスト・パラアスリート育成関連事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

福祉部障害福祉課企画Ｇ（029-301-3357）

１ アーティストの育成
アートの専門家と連携し、創作活動を行う障害者との定期的なワークショップを開催

２ 作品展示機会の拡大
ワークショップ参加者が創作した作品を展示する個展を美術館などで開催

３ 企業との連携促進
商品化に向けた企業との勉強会やデザイナーなどの派遣を実施

１ 補助対象
パラアスリートを支援する団体に対し、スポンサー企業獲得のための営業活動に係る経費を補助

２ スポンサー企業に求める役割
・練習場所や障害者の移動などを援助するサポーター、指導者確保のための資金提供
・サポーター有給休暇制度の創設などによるサポーターの確保
・体験会イベントブースへの出展

３ 補助上限額 3百万円

令和５年度ナイスハート美術展
最優秀賞受賞作品

【Ｒ7当初予算額 8百万円】

パラアーティスト発掘・育成事業 【5百万円】

パラアスリートアシスト事業 【3百万円】
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公立小中学校に日本語指導が必要な外国人児童生徒を円滑に受け入れるための体制強化
を図ります。

外国人児童生徒日本語教育支援事業

令和７年度 当初予算案 PP

教育庁学校教育部義務教育課指導Ｇ（029-301-5226）【Ｒ7当初予算額 380百万円】

（Ｒ6当初予算額 32百万円）

２ 日本語指導教室の設置及びブラジル人学校への支援・交流（32百万円）

【実施内容】ポルトガル語が話せる外国人支援員を公立学校４校に配置し、
教員と２人１組による日本語指導

【配置先・人数】常総市内小中学校４校 ８人

（２）ブラジル人学校への支援・交流

【実施内容】日本語支援を行う支援員による日本語初期支援
【配 置 先】日本語指導が必要な外国人児童生徒が多い公立学校（50校程度）

日本人教師・支援員

日本語指導教室の設置

ブラジル人学校

児童生徒の交流

ブラジル人学校への支援・交流

日本語支援

（１）日本語指導教室の設置

１ 日本語支援の推進（348百万円）【新規】

【実施内容】日本人教師と外国人支援員によるブラジル人学校２校への訪問
及びブラジル人学校児童生徒の公立学校での交流受け入れ

【実施回数】ブラジル人学校への訪問 ：月１～２回程度
公立学校での交流受け入れ：学期１回程度

（２）オンラインによる日本語支援

（１）対面による日本語支援

【実施内容】大学等による日本語支援
【配 信 先】日本語指導を希望する児童生徒が在籍している公立学校

日本語支援の推進

支援員

４ 中学校部活動指導員の配置（61百万円）

・市町村が行う部活動指導員配置に対する補助

３ 県立学校地域モデルクラブ実践事業（6百万円）

・地域クラブによるスポーツ活動の実践

２ 地域クラブ活動への移行に向けた実証事業（245百万円）
・市町村への実証事業の委託 ・総括コーディネーターの配置
・担当者連絡協議会 ・人材バンク ・指導者養成研修会

５ 県立学校部活動指導員の派遣（34百万円）

・教員に代わり顧問を担う指導員の派遣

生徒に望ましいスポーツ環境を構築するため、部活動の地域移行を推進します。また、
部活動指導員の派遣等を行うことで教員の負担軽減を推進するとともに、スポーツ医科学
の専門家の派遣を通して、部活動運営方針に則した運営体制を構築します。

運動部活動地域連携再構築事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 350百万円】

（Ｒ6当初予算額 306百万円）

教育庁学校教育部保健体育課
競技スポーツ・部活動地域移行Ｇ（029-301-5361）

１ 運動部活動推進サポート事業（4百万円）【新規】

・スポーツ医科学の専門家を派遣し、効率的で効果的な練習を積極的に導入
・部活動運営方針に則した適切な運営体制の構築を支援

部活動地域移行(イメージ図)

部活動指導員(イメージ図)

部活動
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県北地域の多様な地域資源（奥久慈里山ヒルクライムルート、常陸国ロングトレイルな
ど）の活用や周遊イベントの実施により、国内外からの誘客促進に取り組みます。

県北誘客促進関連事業

令和7年度 当初予算案

政策企画部県北振興局振興Ｇ （029-301-2715）

企画Ｇ （029-301-2727）

県民生活環境部スポーツ推進課サイクリングＧ（029-301-2735）

【Ｒ7当初予算額 156百万円】

(Ｒ6当初予算額 141百万円)

サイクリング

トレイル

まちなか周遊

２ 県北ニューツーリズム推進事業（99百万円）

３ デジタル里山アドベンチャー事業（20百万円）

１ アウトドアスポーツイベント事業（37百万円）【新規】

茨城の誇るアウトドア資源「サイクリングルート」と

「トレイルコース」を使った国内唯一無二のサバイバルレース

「BIKE&TRAILRUN OKUKUJI（仮称）」の開催

（１）常陸国ロングトレイルを核にした国内外からの誘客促進

・周遊型観光への誘引及び観光事業者の掘り起こし・取組支援

・インバウンド向け旅行商品の造成・販売促進、実施体制整備

（２）ロングトレイルコースの整備・活用等

・コース整備、マップ作成、ＨＰ管理

アニメ等コンテンツとコラボした周遊の仕組みを構築し、

ファミリー層・若年層の誘客と消費額の増加を促進

国内外の観光需要を効果的に取り込むため、本県の強みである「花絶景」や「体験」を
活かした、茨城ＤＣに続く新たなキャンペーンを展開し、「稼げる観光地域づくり」を促
進します。

いばらきネクストツーリズム推進事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 166百万円】
営業戦略部観光戦略課観光戦略Ｇ（029-301-3617）

本県ならではのコンテンツの差別化に係る磨き上げ、販売強化

・国内外に訴求可能な「珠玉の企画」の磨き上げ、インバウンド等受入環境

整備、販路開拓

・伴走支援等による自走化・定着化

差別化コンテンツを対象とした集中プロモーションを展開

・本県観光のブランディングに向けたキービジュアル等の制作

・民間企業、インフルエンサー等とのタイアップ

・ターゲットに応じた広告・広報の展開

民間データの活用によりトレンドや強み等を把握し、県内観光のPDCAを展開

・口コミやSNS検索、クレジット決済等のデータによりトレンドや強みを把握

・観光戦略の立案や観光施策への反映

１ 差別化コンテンツの確立（55百万円）

２ 観光イメージの形成・ブランディングの推進（95百万円）

３ 観光PDCAの展開（16百万円）
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【対象】
海外での販路開拓に挑戦する県内ものづくり中小企業

【事業メニュー】

１ 海外展示会への出展支援（92百万円）

○ ドイツ・タイでの出展支援に加え、アメリカでの出展支援 【拡充】
（各国の展示会において、県ブースを設置し、共同出展）

○ 商談の成約率を高めるため、現地企業との事前マッチング 【拡充】
商談継続となった案件は、展示会後もフォローアップを実施

○ ジェトロ(日本貿易振興機構)や中小企業基盤整備機構とも
連携し、海外展開セミナーの開催、販売戦略の立案支援

○ 海外向けのＷＥＢページやプロモーション動画等の作成支援

２ 専門家による伴走支援（27百万円）

○ 海外駐在や貿易実務などの経験豊富な専門家(商社OB等)を配置
出展準備から実際の商談、成約までを伴走支援

競争力のある製品や高い技術力を有する県内の「ものづくり中小企業」に対して、海外
展示会への出展支援、専門家による伴走支援を行い、海外での販路開拓を後押しします。

ものづくり海外展開推進事業

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 119百万円】

（Ｒ6当初予算額 104百万円）
産業戦略部中小企業課経営支援室（029-301-3550）

▲「MD＆M West」（アメリカ）
医療機器の設計と製造を対象と
する代表的な医療機器展示会

▲海外駐在や貿易実務などの経験
豊富な専門家が商談をサポート

・電気自動車に代替可能な公用車６台すべてに電気自動車を導入
導入施設：日立保健所（５台）、日立港区事業所（１台）

・地域内の再エネ発電により生じた余剰電力の活用先の一つにEVを位置づけ、
災害時は避難所の電源としても活用するという共創PJの取組との連携を検討

・デジタル技術を活用した医療提供体制の確保に向けた取組の効果を検証
・日立市内の子育て世帯等を対象とした夜間のオンライン診療及び医師

によるオンライン医療相談の導入に係る事業に対して補助
（市負担分の1/2を補助）

日立市と日立製作所の協働によるスマートシティの実現に向けた「共創プロジェクト」
を促進し、県北地域の振興や地域課題の解決につなげていくため、医療・介護分野のデジ
タル化を図るモデル的取組への支援などを行います。

日立共創プロジェクト推進事業（新規）

令和７年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 38百万円】 政策企画部県北振興局振興Ｇ （029-301-2715）
保健医療部医療政策課医療計画Ｇ （029-301-3124）
保健医療部健康推進課地域包括ケア推進室 （029-301-3332）
県民生活環境部環境政策課環境企画Ｇ （029-301-2933）

１ 地域医療のデジタル化に向けた取組への支援（2百万円）

診察
・
相談

情報共有

・デジタル技術を活用した医療・介護連携の効果を検証
・ICTツールにより、医療機関、介護事業所、家族等の関係者が要介護者等の

情報を共有し、きめ細かな医療・介護サービスの提供を図るモデル事業に
対して補助（市負担分の1/2を補助）

２ 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組への支援（2百万円）

３ 日立市内県有施設への電気自動車導入（34百万円）
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ＴＸ土浦延伸計画の具体化に向けて、国、関係都県、鉄道事業者等の関係者との調整を
進めていくために必要な追加調査・分析を実施し、延伸構想の実現を目指します。

ＴＸ土浦延伸構想推進事業（新規）

令和7年度 当初予算案 PP

【Ｒ7当初予算額 33百万円】
政策企画部交通政策課鉄道Ｇ（029-301-2606）

１ 事業費の精査に係る調査（15百万円）

・事業費の精度を高めるため、最新の地形データ等基礎資料を取得

関係者調整等を進めるとともに、
必要な追加調査等を実施し、延伸
計画素案の磨き上げを進めていく

採算性確保に向けた方策の調査・
検討

関係都県や関係者等との調整

関係機関等と路線計画や建設計画、
事業スキーム等を決定していく

フェーズ２
＜調整と磨き上げ＞

Ｔ
Ｘ
土
浦
延
伸
の
実
現

事業主体となる鉄道事業者等と
共同して延伸事業の許可取得を
目指す

国勢の発展に必要な鉄道路線と
して交通政策審議会答申での位
置付けを目指す

関係機関との調整に向けて、
県としての延伸計画素案を
策定していく

フェーズ３
＜具体的な計画内容の決定＞

フェーズ１
＜実現可能性の強化＞

【延伸構想の実現に向けた今後の進め方について】

２ 事業の定量的効果の深度化（18百万円）

・延伸による定量的な効果について、さらに詳細な調査・分析を実施

社会資本の整備

令和７年度 当初予算案 PP

土木部監理課予算Ｇ （029-301-4329）

農林水産部農業政策課総務Ｇ （029-301-3817）

県民生活環境部資源循環推進課新最終処分場整備室 （029-301-3015）

公共事業
※国の経済対策等に対応するＲ6最終補正予算額を含む

(1)  国補公共事業

〇R７年度当初予算
（直轄事業負担金：16,586百万円）

道路(東関東自動車道水戸線など)、治水(那珂川など)等
（補 助 事 業：62,925百万円）

道路橋梁(国道354号境岩井バイパス、国道408号長豊橋など)、河川(中丸川など)、
港湾（茨城港など）、土地改良（畑地帯総合整備・武井地区など）等

〇R６年度最終補正（国経済対策）
（防災・減災、国土強靱化の推進など安全・安心の確保等：32,040百万円）
道路整備、道路・橋梁の老朽化対策、河川改修、防潮堤整備、農業水利施設整備等
・事業箇所：道路整備35箇所、橋梁修繕等28箇所、河川改修等45箇所、

防潮堤整備等6箇所、農業水利施設整備等65箇所

単位：百万円 [ ]：Ｒ6当初予算額等

【全会計142,610[140,432]】138,223[135,994]

【全会計111,551[110,015]】107,195[105,608]
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社会資本の整備

令和７年度 当初予算案 PP

公共事業

(2) 県単公共事業

○防災・減災対策及び維持修繕事業

河川の土砂掘削や護岸整備、急傾斜地崩壊防止のための工事等

道路の落石対策や法面崩壊防止のための工事等

道路及び河川の維持修繕等

○長寿命化対策事業

道路や橋梁、下水道管渠等の補修

単位：百万円 [ ]：Ｒ6当初予算額

【全会計31,059[30,417]】31,028[30,386]

15,280[14,894]

3,357[ 3,357]

護岸改修 沢渡川（水戸市） 舗装修繕 取手つくば線（つくばみらい市）
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８ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円、％） 

区 分 R 6 当 初 

（Ａ） 

R6当初 

構 成 比 

R 7 当 初 

（Ｂ） 

R7当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 318,622  25.5  318,554  25.2  ▲68  ▲0.0  

公 債 費 148,152  11.8  149,410  11.8  1,258  0.8  

扶 助 費 26,238  2.1  27,525  2.2  1,287  4.9  

社会保障 

関 係 費 
(167,936)  (13.4)  (176,045)  (14.0)  (8,109)  (4.8)  

計 493,012  39.4  495,489  39.2  2,477  0.5  

 
 

 
 

 

投 
 
 

資 
 

 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 106,585  8.5  107,396  8.5  811  0.8  

 うち国補 76,219  6.1  76,368  6.0  149  0.2  

うち県単 30,366  2.4  31,028  2.5  662  2.2  

そ の 他 43,648  3.5  41,096  3.2  ▲2,552  ▲5.8  

 うち国補 15,715  1.3  20,322  1.6  4,607  29.3  

うち県単 27,933  2.2  20,774  1.6  ▲7,159  ▲25.6  

計 150,233  12.0  148,492  11.7  ▲1,741  ▲1.2  

 うち国補 91,934  7.4  96,690  7.6  4,756  5.2  

うち県単 58,299  4.6  51,802  4.1  ▲6,497  ▲11.1  

一 般 行 政 費 424,554  33.9  425,411  33.7  857  0.2  

税 交 付 金 等 183,391  14.7  194,302  15.4  10,911  5.9  

 合  計   1,251,190  100.0  1,263,694  100.0  12,504  1.0  

（注）公共事業は下水道事業（企業会計）除きである。 
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９ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円、％） 

款 名 R 6 当 初 

（Ａ） 

R6当初 

構 成 比 

R 7 当 初 

（Ｂ） 

R7当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税       418,023    33.4       438,011    34.7        19,988     4.8 

地方消費税清算金        140,423    11.2        148,877    11.8        8,454     6.0 

地 方 譲 与 税        56,923     4.5        62,548     4.9        5,625      9.9 

地方特例交付金        10,180     0.8         1,800     0.1      ▲8,380  ▲82.3 

地 方 交 付 税        196,974    15.7        203,376    16.1        6,402      3.3 

交通安全対策特別交付金            705     0.1            699     0.1          ▲6   ▲0.9 

分担金及び負担金          8,175     0.7          8,517     0.7         342      4.2 

使用料及び手数料         15,915     1.3         15,804     1.2        ▲111    ▲0.7 

国 庫 支 出 金        129,838    10.4        136,143    10.7        6,305    4.9 

財 産 収 入          1,524     0.1          2,475     0.2          951    62.4 

寄 附 金            131     0.0          1,056     0.1           925    706.1 

繰 入 金         45,824     3.7         46,367     3.7         543     1.2 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       138,886    11.1       117,127     9.3      ▲21,759   ▲15.7 

県 債         82,669     6.6         75,894     6.0       ▲6,775   ▲8.2 

 合  計        1,251,190   100.0      1,263,694   100.0       12,504     1.0 
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１０ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円、％） 

 

款 名 
R 6 当 初 

（Ａ） 

R6当初 

構 成 比 

R 7 当 初 

（Ｂ） 

R7当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 
増 減 率 

議 会 費 1,688  0.1  2,018  0.2  330  19.5 

総 務 費 36,512  2.9  37,778  3.0  1,266  3.5 

企 画 開 発 費 14,349  1.2  17,515  1.4  3,166  22.1 

生 活 環 境 費 11,568  0.9  14,166  1.1  2,598  22.5 

防災・危機管理費 4,741  0.4  6,795  0.5  2,054  43.3 

保 健 医 療 費 137,575  11.0  142,342  11.3  4,767  3.5 

福 祉 費 92,710  7.4  91,444  7.2  ▲1,266  ▲1.4 

労 働 費 3,682  0.3  5,465  0.4  1,783  48.4 

農林水産業費 42,101  3.4  40,949  3.3  ▲1,152  ▲2.7 

営 業 戦 略 費 6,503  0.5  6,760  0.5  257  4.0 

立 地 推 進 費 18,061  1.4  15,361  1.2  ▲2,700  ▲14.9 

商 工 費 117,814  9.4  97,976  7.8  ▲19,838  ▲16.8 

土 木 費 98,954  7.9  99,473  7.9  519  0.5 

警 察 費 64,542  5.2  67,496  5.3  2,954  4.6 

教 育 費 275,212  22.0  280,901  22.2  5,689  2.1 

災 害 復 旧 費 808  0.1  796  0.1  ▲12  ▲1.5 

公 債 費 148,158  11.8  149,417  11.8  1,259  0.8 

諸 支 出 金 175,212  14.0  186,042  14.7  10,830  6.2 

予 備 費 1,000  0.1  1,000  0.1  -  0.0 

 合  計   1,251,190  100.0  1,263,694  100.0  12,504  1.0 
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教育費

2,809 

22%

諸支出金

1,860 

15%

公債費

1,494 

12%
保健医療費

1,423 

11%

土木費

995 

8%

商工費

980 

8%

福祉費

914 

7%
警察費

675 

5%

農林水産業費

410

3%

総務費

378 

3%

その他

699

6%

県税

4,380

35%

地方交付税

2,034

16%地方消費税

清算金

1,489

12%

国庫支出金

1,361

11%

諸収入

1,171

9%

県債

759

6%

地方譲与税

625

5%

その他

818

6%

令和７年度一般会計予算 歳入・歳出の内訳

歳入総額

12,637

歳出総額

12,637

（単位：億円、構成比）

・企画開発費

・立地推進費

・生活環境費

・防災・危機管理費

・営業戦略費

・労働費

・議会費

・予備費

・災害復旧費

・繰入金

・使用料及び手数料

・地方特例交付金

・分担金及び負担金

・繰越金

・財産収入

・寄附金

・交通安全対策

特別交付
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人件費

3,186 

25%

公債費

1,494 

12%

扶助費

275 

2%

 

一般行政費

の一部

1,485 

（内数）

一般行政費

4,254

34%

投資的経費

（公共）

1,074 

9%

投資的経費

（その他）

411 

3%

税交付金等

1,943 

15%

義務的経費

4,955 

39%
投資的経費

1,485 
12%

令和７年度一般会計予算 歳出（性質別）の内訳
（単位：億円、構成比）

歳出総額

12,637

社会保障関係費
1,760
14%
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１１ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R6当初 
(Ａ) 

R7当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 20,248  25,038  4,790  23.7  

公 債 管 理 187,034  148,909  ▲38,125  ▲20.4  

市 町 村 振 興 資 金 868  697  ▲171  ▲19.7  

鹿島臨海工業地帯造成事業 2,452  4,565  2,113  86.2  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,282  3,418  136  4.1  

国 民 健 康 保 険 245,453  237,350  ▲8,103  ▲3.3  

母子・父子・寡婦福祉資金 360  322  ▲38  ▲10.6  

中 小 企 業 事 業 資 金 1,194  1,168  ▲26  ▲2.2  

農 業 改 良 資 金 20  20  -  0.0  

林業・木材産業改善資金 155  71  ▲84  ▲54.2  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72  72  -  0.0  

港 湾 事 業 11,901  10,621  ▲1,280  ▲10.8  

都市計画事業土地区画整理事業 23,508  41,099  17,591  74.8  

 合  計   496,547  473,350  ▲23,197  ▲4.7  

 
 

１２ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R6当初 
(Ａ) 

R7当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 30,487  29,836  ▲651  ▲2.1  

水 道 事 業 34,899  41,095  6,196  17.8  

工 業 用 水 道 事 業 24,938  21,016  ▲3,922  ▲15.7  

地 域 振 興 事 業 16,061  20,462  4,401  27.4  

鹿島臨海都市計画下水道事業 5,828  5,075  ▲753  ▲12.9  

流 域 下 水 道 事 業 23,587  22,844  ▲743  ▲3.2  

 合  計   135,800  140,328  4,528  3.3  
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Ⅱ 令和６年度１２月補正予算案（追加提案）の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

職員の給与に関する条例等の改正により、32年ぶりに２％を超える平均2.62％の月例給の引

上げに伴い、職員の給料月額の改定等に必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２６１，９７１ ９，５９０ １，２７１，５６１ 

特別会計 ４９６，５４７ － ４９６，５４７ 

企業会計 １３５，８００ ５６９ １３６，３６９ 

計 １，８９４，３１８ １０，１５９ １，９０４，４７７ 

  ・今回の補正予算に係る所要の財源については、前年度からの繰越金等を充当した。 

  ・特別会計は、改定所要額が既定予算で対応可能なため補正なし。 

 

 

令和６年第４回定例会提案予定の主な議案（追加提案）の概要 

番号 条例名（担当課） 内    容 

１ 職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（人事

課） 

 人事委員会の勧告等を踏まえ、職員の給料月額を改定する等、所

要の改正をしようとするもの 

 
１ 月例給の引上げ 

  平均改定率＋2.62％ 

 (1) 給料表の引上げ 

 (2) 初任給調整手当の引上げ 

   最高限度額 309,200円 →310,000円（医師） 

          51,100円 → 51,600円（医療大学教官） 

 

２ 期末・勤勉手当の引上げ 

  年間支給月数 4.5月分 → 4.6月分（一般職） 

         3.4月分 → 3.45月分（特別職） 
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Ⅲ 令和６年度２月（最終）補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                     （単位：百万円） 

区 分 現    計 補  正  額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，２７３，１１６ ６０，９６３ １，３３４，０７９ 

特 別 会 計 ４９６，５４７ ▲２，６７８ ４９３，８６９ 

企 業 会 計 １３６，３６９ ２５，６６８ １６２，０３７ 

計 １，９０６，０３２ ８３，９５３ １，９８９，９８５ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                            （百万円） 

・ 県税（地方消費税の増等）                                 ２０，８３２ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の増）                 ６，５７４ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の増等）               ８，７６９ 

・ 地方交付税（国補正関連に伴う増）                 １６，３４９ 

・ 国庫支出金（国補正関連に伴う増）                 １４，４２１ 

・ 繰入金（事業費の確定に伴う減等）                 ▲２，９７１ 

・ 繰越金（決算確定に伴う増）                     ６，３４８ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）             ▲１２，７２９ 

・ 県債（国補正関連に伴う増）                     １，７７６ 

 

（歳 出）                                                            （百万円） 

①国補正関連分 

   ・ 施設型給付費負担金                         １，４６２ 

（保育施設が行う保育士等の処遇改善などに対する負担金） 

 

新 介護人材確保・職場環境改善等事業                 １，５８７ 

 （介護施設が行う介護職員等の処遇改善などに対する補助） 

 

新 障害福祉人材確保・職場環境改善等事業                 ６５４ 

 （障害福祉サービス事業所が行う障害福祉職員等の処遇改善などに対する補助） 

 

新 物価高対策関連事業                        ２，６７０ 

 （医療機関や福祉施設、学校への支援、ＬＰガス料金の負担軽減等） 

 

新 医療施設等経営強化緊急支援事業                  １，７２８ 

 （生産性向上を図る医療機関や産科・小児科等に対する補助） 

 

新 避難所環境改善推進事業                          ６ 

 （避難所の環境改善のための簡易ベッドの備蓄） 
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新 畜産競争力強化対策事業                        ５００ 

 （地域の関係者と連携する畜産農家の施設整備に対する補助） 

 

新 担い手確保・経営強化支援事業                      ２８ 

 （地域の中核的な経営体が整備する農業用機械や施設に対する補助） 

 

    ・ 公共事業               【全会計 ２１，２１４】 ２０，９５５ 

               うち国補正関連分【全会計 ３２，０４０】 ３０，８２６ 

 

 

②今後の財政需要を踏まえた対応 

   ・ 退職手当基金積立金                        ５，８２１ 

    （定年延長に伴う退職手当の平準化のための積立て） 

 

 ・ 財政調整基金積立金                        ２４，３５５ 

（Ｒ７当初予算での県債発行抑制等に活用するための積増し） 

 

３ 繰越明許費                                               （単位：百万円） 

区  分 Ｒ５→Ｒ６ Ｒ６→Ｒ７ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １１５，８４９ １０８，３０２ ▲７，５４７ ▲６．５％ 

特別会計 ５，２７７ ４，０４７ ▲１，２３０ ▲２３．３％ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４１８，０２３  ２０，８３２  ４３８，８５５  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４０，４２３  ６，５７４  １４６，９９７  

地 方 譲 与 税 ５６，９２３  ８，７６９  ６５，６９２  

地 方 特 例 交 付 金 １０，１８０  ３１４  １０，４９４  

地 方 交 付 税 １９６，９７４  １６，３４９  ２１３，３２３  

交通安全対策特別交付金 ７０５  ▲１１２  ５９３  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１９８  ５３７  ８，７３５  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，９１５  ▲３３６  １５，５７９  

国 庫 支 出 金 １３５，９４８  １４，４２１  １５０，３６９  

財 産 収 入 １，５２５  ７４５  ２，２７０  

寄 附 金 １４９  ３９２  ５４１  

繰 入 金 ４６，１７０  ▲２，９７１  ４３，１９９  

繰 越 金 １４，６８４  ６，３４８  ２１，０３２  

諸 収 入 １３８，８８５  ▲１２，７２９  １２６，１５６  

県 債 ８８，４１４  １，７７６  ９０，１９０  

市町村たばこ税県交付金 －  ５４  ５４  

計 １，２７３，１１６  ６０，９６３  １，３３４，０７９ 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，７０４  ▲６５  １，６３９  

総 務 費 ３８，６７６  ３７，０２８  ７５，７０４  

企 画 開 発 費 １４，４１５  ５４２  １４，９５７  

生 活 環 境 費 １２，０６４  ▲２，６８２  ９，３８２  

防災・危機管理費 ４，７６９  ８４９  ５，６１８  

保 健 医 療 費 １３８，２２４  ３，９７８  １４２，２０２  

福 祉 費 ９３，１３２  ９，９１１  １０３，０４３  

労 働 費 ３，７５７  ▲２３０  ３，５２７  

農 林 水 産 業 費 ４４，４７１  ２，７９４  ４７，２６５  

営 業 戦 略 費 ６，８９７  ▲１，４２５  ５，４７２  

立 地 推 進 費 １８，０８１  ▲１０，１２３  ７，９５８  

商 工 費 １１７，９４６  ▲１５，９６６  １０１，９８０  

土 木 費 １０６，１４５  １７，５４８  １２３，６９３  

警 察 費 ６６，０９４  ▲７９７  ６５，２９７  

教 育 費 ２８１，５６３  ８６４  ２８２，４２７  

災 害 復 旧 費 ８０８  ▲７０７  １０１  

公 債 費 １４８，１５８  ５，０３６  １５３，１９４  

諸 支 出 金 １７５，２１２  １４，４０８  １８９，６２０  

予 備 費 １，０００  －  １，０００  

計 １，２７３，１１６  ６０，９６３  １，３３４，０７９  
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 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 ２０，２４８  １，６６９  ２１，９１７ 

公 債 管 理 １８７，０３４  ▲２，９８６  １８４，０４８  

市 町 村 振 興 資 金 ８６８ ５１２  １，３８０  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ２，４５２  ４，１７０  ６，６２２  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，２８２  ▲１０７  ３，１７５  

国 民 健 康 保 険 ２４５，４５３  ２，９５７  ２４８，４１０  

母子・父子・寡婦福祉資金 ３６０  １  ３６１  

中 小 企 業 事 業 資 金 １，１９４  ▲１，０２５  １６９  

農 業 改 良 資 金 ２０  ３８  ５８  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 １５５  ８  １６３  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  ２７９  ３５１  

港 湾 事 業 １１，９０１  ▲２３４  １１，６６７  

都市計画事業土地区画整理事業 ２３，５０８  ▲７，９６０  １５，５４８  

計 ４９６，５４７  ▲２，６７８  ４９３，８６９  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ３０，９６１  ▲７０１  ３０，２６０  

水 道 事 業 ３４，９３６  ２２，２１６  ５７，１５２  

工 業 用 水 道 事 業 ２４，９６１  ▲３，０５７  ２１，９０４  

地 域 振 興 事 業 １６，０６３  ５，１８６  ２１，２４９  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，８３９  ３９８  ６，２３７  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，６０９  １，６２６  ２５，２３５  

計 １３６，３６９  ２５，６６８  １６２，０３７  
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Ⅳ 知事の専決処分 
   令和６年度下半期（令和６年10月１日から令和７年３月31日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

（一般会計） 

 令和６年10月９日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円）  

     国庫支出金                      1,723    

        合  計                    1,723 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   総務費                        1,723     

        合  計                    1,723 

 

  (2)主な内容 

・第50回衆議院議員総選挙の執行に要する経費 

（令和６年10月27日執行衆議院議員総選挙の実施に必要な経費を計上するもの。） 

 

 

（一般会計） 

 令和６年11月18日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円）  

     繰越金                            70   

        合  計                       70 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   総務費                          70     

        合  計                       70 

 

  (2)主な内容 

・県議会議員古河市選挙区補欠選挙の執行に要する経費 

（令和６年12月15日執行古河市選挙区補欠選挙の実施に必要な経費を計上するも 

の。） 

 

 

 

48



（一般会計） 

 令和７年１月20日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円） 

     国庫支出金                        807 

     繰越金                           749   

        合  計                    1,556 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   農林水産業費                     1,556     

        合  計                    1,556 

 

  (2)主な内容 

・高病原性鳥インフルエンザ防疫措置に係る経費 

（令和６年12月に発生した高病原性鳥インフルエンザに対する防疫措置に迅速に対

応するため、必要な経費を計上するもの。） 
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Ⅴ 予算の繰越し 
歳出予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内に支出が終わらない見込みのあるものについ

ては、予算で定め、翌年度に繰り越して使用することができます。これを繰越明許といいます。 

令和６年度予算のうち繰越明許の手続きをとったものは、 

一 般 会 計                  918 億 78 百万円 

特 別 会 計                  40 億 36 百万円 

です。この予算は、令和７年度に繰り越して使用します。 
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Ⅵ 令和 6年度予算下半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 7 年 3 月 31 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 6年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

438,855,558  430,804,693 98.2  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 146,996,970  124,561,902  84.7  

3 地 方 譲 与 税 65,691,847  65,903,643  100.3  

4 地 方 特 例 交 付 金 10,493,516  10,493,516  100.0  

5 地 方 交 付 税 213,323,418  213,534,929  100.1  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 592,794  567,076  95.7  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,875,182  4,484,558  45.4  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 15,579,196  15,366,048  98.6  

9 国 庫 支 出 金 186,047,789  128,530,796  69.1  

10 財 産 収 入 2,269,564  2,548,269  112.3  

11 寄 附 金 540,636  427,656  79.1  

12 繰 入 金 44,442,236  40,642,012  91.4  

13 繰 越 金 36,838,182  36,838,182  100.0  

14 諸 収 入 128,886,171  118,223,271  91.7  

15 県 債 137,927,800  51,161,500  37.1  

16 市 町 村 た ば こ 税 県 交 付 金 53,839  53,839  100.0  

合      計 1,438,414,698 1,244,141,890 86.5  
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＜令和 6 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,639,142  1,580,568  96.4  

2 総 務 費 76,154,797  66,093,871  86.8  

3 企 画 開 発 費 17,270,768  10,523,538  60.9  

4 生 活 環 境 費 10,962,742  5,913,495  53.9  

5 防 災 ・ 危 機 管 理 費 7,260,227  2,566,923  35.4  

6 保 健 医 療 費 150,663,695  113,770,204  75.5  

7 福 祉 費 107,345,365  46,024,984  42.9  

8 労 働 費 3,578,321  2,919,716  81.6  

9 農 林 水 産 業 費 60,601,359  33,969,053  56.1  

10 営 業 戦 略 費 5,658,054  3,831,166  67.7  

11 立 地 推 進 費 9,020,061  7,558,927  83.8  

12 商 工 費 102,548,895  100,545,817  98.0  

13 土 木 費 188,625,854  107,038,498  56.7  

14 警 察 費 66,005,543  60,280,481  91.3  

15 教 育 費 286,261,859  247,761,092  86.6  

16 災 害 復 旧 費 1,447,758  630,397  43.5  

17 公 債 費 153,194,587  153,157,745  100.0  

18 諸 支 出 金 189,620,090  166,912,205  88.0  

19 予 備 費 555,581  0  0.0  

合      計 1,438,414,698  1,131,078,680  78.6  
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和 7 年 3 月 31 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 6年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 7 年 3 月 31 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

21,917,038  22,594,797  103.1  21,862,118  99.7  

公 債 管 理 184,048,150  184,044,940  100.0  184,044,940  100.0  

市 町 村 振 興 資 金 1,581,893  1,503,861  95.1  997,000  63.0  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 6,634,790  10,196,686  153.7  1,382,384  20.8  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,175,492  2,742,450  86.4  2,969,634  93.5  

国 民 健 康 保 険 248,410,099  225,438,334  90.8  219,584,575  88.4  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 360,964  362,166  100.3  142,431  39.5  

中 小 企 業 事 業 資 金 168,744  152,135  90.2  92,687  54.9  

農 業 改 良 資 金 57,599  57,984  100.7  18,575  32.2  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 163,144  163,184  100.0  84,003  51.5  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 350,399  349,874  99.9  58  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 13,609,207  9,537,971  70.1  10,501,029  77.2  

都市計画事業土地区画整理事業 18,095,554  28,519,201  157.6  15,310,982  84.6  

合       計 498,573,073  485,663,583  97.4  456,990,416  91.7  
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Ⅶ 県民の県税負担の状況について 

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和７年度の県税の当初予算額は、4,380 億 1,140 万円（1 世帯当たり 35 万 2,340 円、１人当たり 15 万 6,675 円）

となっています。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和７年度当初予算額 １世帯当たり負担額 １人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 308,158,596 247,885 110,227 

 う ち 県 民 税 135,777,831 109,221 48,568 

 う ち 自 動 車 税 52,669,072 42,367 18,839 

間 接 税 129,852,799 104,455 46,448 

 う ち 地 方 消 費 税 91,750,835 73,805 32,819 

計 438,011,395 352,340 156,675 

（注）世帯数 1,243,151 世帯、人口 2,795,677 人（7.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅷ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 

県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 7年 3月 31日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 714億 7,400万円、特別会計 1,034億 9,186万円です。 

 

＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 7年 3月 31日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 6年 10月 1日から 

令和 7年 3月 31日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,125,379,514 66,312,700 120,218,215 2,071,473,999 

特  別  会  計 102,011,075 9,526,300 8,045,516 103,491,859 

合 計 2,227,390,589 75,839,000 128,263,731 2,174,965,858 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うた

め借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和６年度下半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

10 － 10 － － 

11 － 11 － － 

12 － 12 － － 

1 － 1 － － 

2 － 2 － － 

3 － 3 － － 

合   計 － － － 

    

令和６年 10月１日から 

令和７年３月 31日まで 
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Ⅸ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 7 年 3 月 31 日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和 6 年度下半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和６年９月３０日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,285,877.46 15,650,391.29 27,936,268.75 14,132,506.06 42,068,774.81 42,417,322.63 △ 348,547.82

建 物 ㎡ 702,690.35 2,954,511.62 3,657,201.97 76,129.96 3,733,331.93 3,741,215.42 △ 7,883.49

立　　　木 ｍ3 289,401.83 587.20 289,989.03 -                    289,989.03 300,330.83 △ 10,341.80

か こ い 等 ｍ 144,365.85 423,413.51 567,779.36 938,577.65 1,506,357.01 1,477,245.56 29,111.45

工 作 物 電 柱 類 本 256 131 387 2 389 400 △ 11

門 、 浄 化 槽
個 18,602 21,365 39,967 4,834 44,801 44,821 △ 20

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地上権等 ㎡ 6,971,015.91 6,336.03 6,977,351.94 18,916.45 6,996,268.39 6,996,268.39 0.00

特許権等 件 -                    -                    -                    89 89 88 1

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,879,194,161 66,879,194,161 66,930,844,161 △ 51,650,000

（令和７年３月３１日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（農林水産部） 1 県央農林事務所　経営体育成基盤整備事業　友部中央地区 △6,836.00㎡ 譲与

2 県北農林事務所　ふるさと農道整備事業　小目地区 △9,942.49㎡ 譲与

3 下館土地改良事務所  県営畑地帯総合土地改良事業  安静地区  機場敷 △5,920.00㎡ 譲与

（立地推進部） 4 茨城中央工業団地 △9,917.06㎡ 時価額譲渡

5 空港テクノパーク △16,000.00㎡ 時価額譲渡

6 鹿島臨海工業団地第３工区（神の池西部地区）Ａ △229,716.09㎡ 時価額譲渡

7 県帰属用地（造成替地） △18,876.18㎡ 時価額譲渡

土地

（政策企画部） 1 鹿島地域拠点開発用地 △66,115.70㎡ 時価額譲渡

（土木部） 2 鹿島灘海浜公園 73,031.00㎡ 購入

3 大洗公園 △25,145.00㎡ 譲与

建物

（農林水産部） 1 畜産センター養豚研究所 1,906.26㎡ 新築

（土木部） 2 児童センターこどもの城 △2,170.41㎡ 譲与

3 桜川西アパート 1,097.30㎡ 新築

（教育庁） 4 里美野外活動センター △1,348.31㎡ 減額譲渡

（警察本部） 5 水戸警察署見川待機宿舎 △734.28㎡ とりこわし

6 土浦警察署土浦独身寮 △815.55㎡ とりこわし

7 太田警察署 △1,259.25㎡ とりこわし

・令和６年10月１日から令和７年３月３１日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

行
政
財
産

普
通
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和６年度下半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 
千円 

68,219,798 

千円 

24,354,533 

千円 

18,615,305 

千円 

73,959,026 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,816,490 69,441 19,745 1,866,186 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 163,397,870 34,677,897 47,898,569 150,177,198 

 一 般 会 計 分 51,806,389 6,188,857 10,736,209 47,259,037 

 
特 別 会 計 分 ※ 

【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 
111,591,481 28,489,040 37,162,360 102,918,161 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 714,542 314,960 277,970 751,532 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
94,676 9,099 - 103,775 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 6,408 1 6,409 - 

茨 城 県 緑 化 基 金 101,722 33,636 90,984 44,374 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 66,957 17 14,324 52,650 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 895,296 230 12,155 883,371 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
2,091,004 500,480 - 2,591,484 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 175,736 45 9,691 166,090 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,650 422 - 1,841,072 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 110,329 128 2,397 108,060 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
5,140,952 1,180 - 5,142,132 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 960,098 1,863,339 1,530,679 1,292,758 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 2,119,392 494 205,082 1,914,804 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 826,321 215 - 826,536 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 431,855 413,110 193,123 651,842 

令和 6年 10 月 1日から 

令和 7年 3月 31 日まで 

60



茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 62,906 16 6,000 56,922 

茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 11,555,457 2,804,689 1,092,919 13,267,227 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,007,122 6,170 - 24,013,292 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,922,427 735 735 2,922,427 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,003,667 7,071 4,356 3,006,382 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
1,600,024 1,173,756 111,195 2,662,585 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,483,644 14,759 56,100 2,442,303 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 18,378,924 4,601 406,462 17,977,063 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 44,957 12 1,122 43,847 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 179,599 92,707 60,902 211,404 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
2,074,087 28,473 671,586 1,430,974 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
56,111 35,415 - 91,526 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,000,799 5,028 - 20,005,827 

茨 城 県 退 職 手 当 基 金 6,066,021 5,820,927 6,067,413 5,819,535 

茨 城 県 公 立 学 校 情 報 機 器 整 備 基 金 1,788,410 596 66,159 1,722,847 

合 計 344,134,251 72,234,182 77,421,382 338,947,051 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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